























 本稿では、これらの理論の整理を試みて、理論の特性と今後のリサーチ・アジェンダ （Research 
Agenda） を議論する 1。理論の特性の議論では、多国籍企業の海外直接投資の決定要因に関する理





















































































































Dunning and Lundan（2008）では、1990 年代後半から発展してきたリソース・ベースド・ビュー























































































プション理論に基づく研究を紹介した（Rugman and Li, 2005）。下記の研究のいくつかはこの編
著論文集に収められている。
　為替レート変動の不確実性に注目して、それと多国籍企業の複数拠点のオプション価値との関










要因を探る必要性を示唆すると言える。この課題に取り組んだ研究が Tong and Reuer（2007）、
Belderbos and Zou（2009）、Belderbos, Tong and Wu（2014）などがある。これらの研究が指
摘した要因としては、多国籍の度合いの調整コストや国間の文化格差（Tong and Reuer, 2007）、
国家間のマクロ経済環境の変化の相似性、労働コストの相関関係（Belderbos and Zou, 2009; 
Belderbos, Tong and Wu, 2014）がある。
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　Henisz and Delios（2001）は、日本企業の 52 国への直接投資を対象にして、特定の国に対して
他の企業、同一産業の企業、同一国の企業が工場を設置する傾向が高くなると企業はその国に対し
て工場を設置する数が高くなるという同質的行動を明らかにした。










　Chan, Makino and Isobe（2006）は、日系大手エレクトロニクス企業 8 社の主に 1990 年代の海


























　Head, Ries and Swenson（1995）は、1980 年以降の米国に対する日本の製造業の海外直接投資
において産業集積の効果を分析した。日本の製造業は同じ産業の立地が集中する地域に進出する傾
向があること、特に自動車産業は系列関係によってその傾向が強いことが示された。




　Debaere, Lee and Paik（2010）は、中国に対する韓国の多国籍企業の海外直接投資において産
業集積の効果を分析した。Debaere, Lee and Paik（2010）は、中国において、韓国の多国籍企業
と先に中国に進出した他の韓国企業とによる前方統合と後方統合が、韓国の多国籍企業の中国での
立地を決めていることを示した。
　Yamashita, Matsuura and Nakajima（2014）は、1995 年から 2007 年の中国における日本の製












































































Belderbos and Zou（2009）、Belderbos, Tong and Wu（2014）は、多国籍企業が確保した多様性
－ 88 －

















































 1  多国籍企業の海外直接投資の決定要因に関するサーベイ論文としては、Calvet（1981）、江夏（1984）
の第 1 章と第 2 章、洞口（1992）の第 1 章、長谷川（1998）の第 2 章、藤沢（2000）の第 1 章を挙げる
ことができる。
 2  本稿では扱えなかったが、内部化理論の発展的議論については、長谷川（1990）、長谷川（1998）を参
照。








 4  OLI とは、この理論の構成要素のことである。O は企業特殊的優位（Ownership-speciﬁ c Advantage）、
L は立地特殊的優位（Location-speciﬁ c Advantage）、I は内部化優位（Internalization Advantage）を
指す。




 6  OLI パラダイムの初期、折衷理論や折衷パラダイムという名称で理論展開をしていた時の研究としては、
Dunning（1977, 1979）以外には、Dunning（1980, 1988）を参照。
 7  Dunning and Lundan（2008）において、リソース・ベースド・ビューとして資源と企業成長の関係を
分析した Penrose（1959）、リソース・ベースド・ビューの同種の研究として進化経済学の Nelson and 
Winter（1982）、ナレッジ・ベースド・ビューとして Kogut and Zander（1996, 2003）、さらには、制
度ベースド・ビューとして North（1990, 1994, 2005）が挙げられた。






















12  ここで、Aliber（1993）の立地優位と所有優位は、ダニングの OLI パラダイムにおける立地特殊的優
位と企業特殊的優位に比べて、概念が規定する内容が限定的であることは明らかである。
13  Aliber（1993）は、米国の立地優位の大きさについて簡単なモデルを使って説明する。次のモデルでは、
③から①に行くほど米国の立地優位が大きくなる。① 　② 　③ 
（ ：米国ドル， ：外国通貨， ：米国の購買力平価， ：外国の購買力平価）。
14  Aliber（1993）は、米国企業の所有優位の大きさについても簡単なモデルを使って説明する。次のモ
デルでは、③から①に行くほど米国企業の所有優位が大きくなる。① 　②  　③ 




16  群衆行動論については、例えば、Scharfstein and Stein（1990）、Bikhcandani, Hirshleifer and Welch
（1992）を、制度理論については、例えば、DiMaggio and Powell（1983）を参照。
17  産業集積論と前述の戦略的行動論をミックスした多国籍企業の海外直接投資の実証研究としては、
Belderbos, Olﬀ en and Zou（2011）と林（2012）を参照。
18  ダニングが企業特殊的優位の概念に様々な理論を導入した点について詳しくは、Eden and Dai（2010）
を参照。
19  OLI パラダイムと企業戦略論との結びつきについて詳しく議論したものとして、Madhok and Phene
（2010）を参照。
20  一国の政策立案者にとって、OLI パラダイムが自国の政策決定の指針となりうる事例として、対内直接
投資を推進する経済産業省は、『通商白書 2015』において対外的稼ぎ方に見る日本の競争力の 1 つとし
て「呼び込む力」を検証し、そこでダニングの立地特殊的優位の議論が取り上げられた。詳しくは経済
産業省（2015）を参照。
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23  ダニングによるアリバーと小島の理論に対する議論は、Dunning and Lundan（2008）を参照。ダニン
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